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行政上の義務違反に対する「制裁」 

宇賀克也 

１ 「制裁」 

（１）違法行為により得た利益の剥奪の場合 

（２）義務違反を理由とせずに相手方に不利益な効果を及ぼす場合 

 国民生活緊急措置法の課徴金（１１条） 

 宅地開発指導要綱等の指導要綱 

 （ネガティブ）サンクション 

（３）授益的処分の撤回等             

 「制裁」という言葉を、日常一般に用いられるのと同様、相手方の行為が

非難に値するので、これを懲らしめることを直接の目的とする場合に限定す

ることとする。 

 公益への支障の排除を直接の目的とする理由とする授益的処分の撤回等

は「制裁」に含めない 

 立法政策としては、実効ある「制裁」として授益的処分の撤回等を活用す

ることは検討に値する。 

（４）公表 

 違反者名・違反行為の公表 事実上の効果であるからといって、それを「制

裁」から除外すべきではないであろう。 

 ただし、公表がすべて、相手方に不利益を及ぼすことを直接の目的として

行われるわけではない。 

 Ｏ－１５７（損害賠償請求訴訟の判決として、東京地判平成１３・５・３

０判時１７６２号６頁、東京高判平成１５・５・２１判時１８３５号７７頁、

大阪地判平成１４・３・１５判時１７８３号９７頁、大阪高判平成１６・２・

１９判例集未登載） 

 国民への情報提供を行うことを目的としたものであり、原因食材を生産し

た可能性があるとされた貝割れ大根の事業者に不利益を与えることを直接

的にも間接的にも意図してなされたわけではない。かかる情報提供としての

公表は「制裁」に含めるべきではない  

 ある公表が、相手方に不利益を与えることを直接の目的としているか、国

民への情報提供を目的としているかが必ずしも明確でない場合もある。 

 

２ 行政罰 

 行政罰とは、行政上の義務違反に対して、一般統治権に基づいて科される

制裁をいう。懲戒罰（国家公務員法８５条、裁判官分限法２条、公証人法８

０条等）は、特別の監督関係に基づいて課されるものであるので、一般統治
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権に基づく行政罰には含まれない。また、執行罰は、将来の義務履行を確保

するためのものであるので、過去の義務違反に対する制裁である（そのため、

義務違反後制裁前に義務を履行しても当然には制裁を免れない）行政罰には

含まれない。行政罰には、大別して、行政刑罰と行政上の秩序罰の２類型が

存在する。 

（１）行政刑罰 

①意味 

 行政刑罰とは、行政上の義務違反に対する制裁として科される刑罰、す

なわち、死刑、懲役、禁錮、罰金、拘留、科料、没収（刑法９条）を科す

制裁である。条例上の義務違反に対しても、法令に特別の定めがあるもの

を除くほか、２年以下の懲役もしくは禁錮、１００万円以下の罰金、拘留、

科料もしくは没収の刑または５万円以下の過料を科すことが認められてい

る（地方自治法１４条３項）。 

②刑法総則の適用 

 刑法８条は、「この編の規定は、他の法令の罪についても、適用する。た

だし、その法令に特別の規定があるときは、この限りでない」と定めてい

る。 

 「特別の規定」 現実の行為者のほか、その者を使用する事業主体も罰

する両罰規定（鉱業法１９４条、道路交通法１２３条等）。 

③刑事訴訟法の適用 

 行政刑罰は、刑法以外の法律に規定された行政罰であるが、刑法に罪名

のある刑罰を科すものである以上、原則として刑事訴訟法の規定が適用さ

れる。 

④刑事訴訟法の特別法（交通事件即決裁判手続法） 

 １９５４（昭和２９）年制定の交通事件即決裁判手続法 

 １９６２（昭和３７）年には約４０万件の利用件数があったが、以後、

利用件数は急速に減少し、１９７９（昭和５４）年以後は全く利用されて

いない。 

⑤略式手続 

 交通事件即決裁判手続に代わって、現在多用されているのは、刑事訴訟

法４６１条以下の略式手続 

⑥実効性の欠如 

 戦後、わが国では、行政執行法が廃止され、包括的な行政的執行の制度

はなくなった。これによる行政上の義務履行確保の実効性の低下を補うた

めに、行政法規に行政刑罰を設けることが一般化した。一概に論ずること

は困難であるが、行政刑罰の威嚇力が実際には必ずしも十分でないという
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指摘がされている。 

（２）行政犯の非刑罰的処理（ダイバ－ジョン） 

きわめて大量に発生する行政犯の場合、すべてを起訴することは実際上困

難である。また、刑罰以外の制裁を受けた者については起訴しなくても正義

の観念に反しない場合がありうる。そこで、行政犯の非刑罰的処理の仕組み

を設け、これに応じない者のみをスクリーニングして起訴することが考えら

れる。このような犯罪の非刑罰的処理（ダイバージョン）を制度化した例と

して、間接国税、関税等に関する通告処分および道路交通法上の反則金制度

がある。 

①通告処分 

 国税犯則取締法の通告処分 

 収税官吏は犯則調査を終了後、所轄の国税局長または税務署長に調査結

果を報告し（１３条１項２項各本文）、国税局長または税務署長は、間接国

税について犯則の心証を得たときは、犯則者に対して、一定の例外事由に

あたる場合を除いて、理由を明示して、罰金または科料に相当する金額等

を納付すべきことを通告しなければならい（１４条１項）。関税法にも同様

の規定がある（１３８条１項）。また、地方税のうち、ゴルフ場利用税（地

税９７条・１００条・１０１条）、軽油取引税（同７００条の４３・７００

条の４６・７００条の４７）、入湯税（同７０１条の２３・７０１条の２７・

７０１条の２８）の犯則事件についても通告処分の制度が採用されている。 

 通告処分に従い金銭を支払うか否かは犯則者の自由に委ねられている。

しかし、犯則者が通告処分の趣旨を履行した場合には、同一事件について

公訴を提起されることはなくなるのに対して（税犯１６条１項）、犯則者が

通告処分を受けた日から２０日以内にその旨を履行しない場合は、国税局

長または税務署長は、告発の手続をとらなければならず（同法１７条１項

本文）、この告発を受けて検察官が公訴を提起すると、刑事裁判となり、犯

則事実を争いたい者は、その場で無罪を主張することになる。したがって、

刑事訴追を回避しようと思えば、通告処分の趣旨に従い、金銭を納付しな

ければならず、実際上は、通告処分の趣旨に従うことが心理的に強制され

ているといえる。 

②反則金  

道路交通法の反則金 

 道路交通法違反行為のうち、（ア）軽微で（イ）現場での確認が容易な（ウ）

定型的行為を反則行為とし、警視総監または警察本部長は、法令に定める

定額の反則金の納付を通告し、通告を受けた者が通告を受けた日の翌日か

ら起算して１０日以内に納付した場合には、当該違反行為の事件について
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公訴が提起されたり家庭裁判所の審判に付されたりしないことになる。他

方、通告を受けた者が当該期間内に納付しなかったときは、刑事手続に移

行し、検察官が公訴を提起することにより刑事手続に移行するか、または

家庭裁判所が審判を開始して保護事件に移行することになる。また、警視

総監または警察本部長の通告に先立って、警察官の告知を受けた者は、告

知を受けた日の翌日から起算して７日以内に仮納付したときは、通告があ

ったときに、当該通告にかかる反則金を納付した者とみなされる。 

③行政犯の非刑罰的処理制度の評価 

 実効性は確保 

 事前手続の整備の必要性の指摘もある 

 実際にはほとんどすべての事案が行政上の制裁金の支払によって処理さ

れ、起訴される事案はきわめて例外的になると考えられるため、当該違反

行為を犯罪にすること自体の問題が意識されにくいおそれがないわけでは

ない 

（３）行政上の秩序罰 

①意味 

行政上の秩序の維持のために違反者に科される金銭的制裁 

 住民基本台帳法５１条２項 

 公有地の拡大の推進に関する法律３２条１号 

②条例・規則違反に対する過料 

 普通地方公共団体、特別区、地方公共団体の組合も、法令に特別の定

めがあるものを除くほか、その条例中に、条例に違反した者に対し、５

万円以下の過料を科す旨の規定を設けることができ（自治１４条３項、

２８３条１項、２９２条）、普通地方公共団体・特別区の長、地方公共団

体の組合の管理者は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、普通地

方公共団体の規則中に、規則に違反した者に対し、５万円以下の過料を

科す旨の規定を設けることができる（自治１５条２項、２８３条１項、

２９２条）。 

詐欺その他不正の行為により、分担金、使用料、加入金または手数料

の徴収を免れた者については、条例でその徴収を免れた金額の５倍に相

当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万

円とする）以下の過料を科す旨の規定を設けることができる（自治２２

８条３項）。また、個別法において、５万円を超える過料を条例で定める

ことを認めている例がある（児童福祉法６２条の３）。 

③行政刑罰と行政上の秩序罰の区別 

 反社会性が強い行為には行政刑罰、軽微な義務違反に対しては行政上
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の秩序罰 

 労働組合法は、確定判決によって支持された労働委員会の命令違反に

は行政刑罰 (２８条）、裁判所の緊急命令違反および出訴されずに確定し

た労働委員会の命令違反には行政上の秩序罰 (３２条）という使い分け

をし、独占禁止法は確定審決違反には行政刑罰（９０条３号）、未確定審

決違反には行政上の秩序罰（９７条）という使い分けをしている。 な

お不統一が残存しているのではないか 

④手続 

行政上の秩序罰が法律に基づくものであるか、条例・規則に基づくも

のであるかにより、その賦課の手続は大きく異なる。 

（ア）法律違反に対する秩序罰 

 行政上の秩序罰は行政刑罰と異なり、刑事訴訟法の適用を受けない。

法律違反に対する秩序罰の場合、他の法律に別段の定めがある場合を

除くほか（別段の定めの例として、住民基本台帳法５２条、外国人登

録法２０条、戸籍法１２３条があり、簡易裁判所の管轄とされている）、

過料に処せられるべき者の住所地の地方裁判所の管轄となる（非訟事

件手続法２０６条）。 

 最決昭和４１・１２・２７民集２０巻１０号２２７９頁 

 ２００４（平成１６）年の道路交通法改正により導入された放置違

反金（道路交通法５１条の４）は、放置駐車違反を防止するという使

用者の義務違反に対して使用者に科される行政上の秩序罰であるが、

立法者意思によれば、非訟事件手続法に基づき裁判所が科すのではな

く、都道府県公安委員会が科すこととしているので、過料とは異なる

独自の制度として位置づけられている。行政手続法上は、一定の額の

金銭の納付を命ずる不利益処分については事前の意見陳述の規定の

適用が除外されているが（行手１３条２項４号）、放置違反金は制裁

としての性格を有しており、また、滞納した場合、車検の拒否につな

がるので、弁明の機会を付与している（道路交通法５１条の４第６項）。 

（イ）条例・規則違反に対する過料 

 条例・規則違反に対する過料の場合は、普通地方公共団体の長が行

政処分によって納付を命ずることとされている（自治２５５条の３第

１項）。地方自治法は、あらかじめ過料を科す旨の告知をするととも

に、弁明の機会を与えなければならないとしている（自治２５５条の

３第１項）。 

普通地方公共団体の長がした過料の処分に不服がある者は、都道府

県知事がした処分については総務大臣、市町村長がした処分について
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は都道府県知事に審査請求をすることができ、異議申立てをすること

もできる（自治２５５条の３第２項）。また、行政事件訴訟法に基づ

いて取消訴訟を提起することもできる（行訴３条２項）。 

過料を納期限までに納付しない者があるときは、普通地方公共団体

の長は、期限を指定して督促し、指定期限までに納付すべき金額を納

付しないときは、地方税の滞納処分の例により強制徴収することがで

きる（自治２３１条の３第１項・第３項）。 

⑤実効性の欠如 

 行政上の秩序罰は届出義務の懈怠等の単純な義務違反に対する罰則と

して位置付けられているため、比例原則の観点から過料額は、一般的に

いって低廉である。条例・規則違反に対する行政上の秩序罰は、②で述

べたように、５万円以下の過料であるのが原則であるから、最判昭和６

１・５・２９判例自治６４号５４頁の事例のように、違法に徴収を免れ

た金額の５倍に相当する金額の過料を科すことが、法律で特別に認めら

れている場合を除けば、実効性が十分とはいえない。 

 もっとも、法律に基づく過料の中には、取締役等の登記義務等の懈怠

（商４９８条、有８５条）、事故の報告義務等の懈怠（鉄道事業法７３条）、

会計の公表義務等の懈怠（電気通信事業法１９１条、電気事業法１２２

条）等について１００万円以下の過料を科す例もあり、かかる例が増加

しつつある。しかし、これらはなお例外であって、多くの場合、法律に

基づく過料であっても額が低すぎ、しかも、行政刑罰ではないので前科

にならないので、威嚇力に乏しいことが少なくない。道路交通法の反則

金制度の導入に際しても、多様な選択肢の中から、過料制度と反則金制

度が最後まで検討されたが、過料制度の難点として、強制徴収の実効性

の問題があるため、反則金が選択された経緯がある。放置違反金につい

て、国税滞納処分による行政上の強制徴収制度のみでは実効性が欠如す

ることが懸念されたことから、放置違反金を支払っていない場合、車検

を拒否する仕組みとしたことは、実効性を大きく高めよう。 

（４）行政刑罰と行政上の秩序罰の併科 

 行政刑罰と行政上の秩序罰とを併科することができるかという問題があ

る。この点に関する最高裁判例はないが、行政上の秩序罰ではなく、司法

上の秩序罰と行政刑罰の併科に関する最高裁判例として、最判昭和３９・

６・５刑集１８巻５号１８９頁・百選Ⅱ１２３事件がある。最高裁は、両

者は目的、要件および実現の手続を異にし、必ずしも二者択一の関係にあ

るものではなく併科を妨げないと解すべきであるとしている 

 商法４９８条１項ただし書、有限会社法８５条１項ただし書、独占禁止
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法９７条ただし書、住民基本台帳法５１条１項のように、刑罰を科すとき

は過料に処することはできないとして、刑罰と過料を併科しない旨の明文

の規定を設けている例もある 

 

３ 加算税 

①意味 

 加算税とは、申告納税制度を定着させ、源泉徴収等の義務を確実に履行さ

せるため、申告納税制度方式または源泉徴収等による国税について、申告義

務または徴収義務の懈怠、違反に対して課される附帯税（国税の附帯債務）

（国税通則法２条４号） 

 地方税法では、これに相当するものを加算金と称している（地方税法１条

１項１４号、７２条の４６、７２条の４７）。 

②種類 

  （ア）過少申告加算税（申告納税方式をとる国税につき、期限内に申告書

が提出されたが過少申告であった場合に課される） 

  （イ）無申告加算税（申告納税方式をとる国税につき、期限内に申告書の

提出がなかった場合に課される） 

  （ウ）不納付加算税（源泉徴収等による国税が法定納期限までに完納され

なかった場合に課される） 

  （エ）重加算税（（ア）（イ）（ウ）の加算税が課されうる場合において、税

額等の計算の基礎となる事実の隠蔽、仮装があり、そのた

め適正な国税の納付が妨げられた場合、他の加算税に代え

て、特に重い制裁として課される） 

③事前手続 

 国税に関する法律に基づき行われる処分その他公権力の行使に当たる行

為（酒税法２章の規定に基づくものを除く）については、行政手続法２章（申

請に対する処分）、３章（不利益処分）の規定は適用しないこととされてい

るため（国税通則法７４条の２第１項）、加算税を課す処分についても、行

政手続法の定める事前手続は適用されない 

④行政刑罰との併科 

 制裁が非難という要素を含むとすると、加算税全体が制裁といえるかにつ

いては議論がありうるが、加算税も行政上の義務違反を理由として違反者に

対して不利益を課すことは疑いない。そのため、行政刑罰との併科が二重処

罰にならないかという問題がある。 

 最判昭和３３・４・３０民集１２巻６号９３８頁は合憲判決 

 重加算税は、隠蔽、仮装が構成要件となっていることに鑑み、行政制裁と



 8

しての性格が明確といえよう。そのため、刑罰と重加算税の併科が二重処罰

になるのではないかという疑問が少なからず提起されてきた。しかし、最判

昭和３６・７・６刑集１５巻７号１０５４頁等は、重加算税と刑罰の併科に

ついても最判昭和３３・４・３０と同様の理由で合憲であると判示している。 

 

４ 課徴金 

（１）独占禁止法の課徴金 

①性格 

 １９７７（昭和５２）年の独占禁止法改正で導入された課徴金は、当

初、カルテルのやり得を防止するため、公正取引委員会の納付命令によ

り、違法に得た利益を行政的に没収することを意図したものであった。

日米構造問題協議で課徴金額が低すぎるとアメリカから批判されたこと

もあり、１９９１（平成３）年、課徴金額を引き上げる改正がなされた

が、この段階においては、違法行為により得た利益の剥奪という性格は

維持された。しかし、２００５（平成１７）年の通常国会で改正された

独占禁止法改正においては、違法に得た利益の剥奪を超える行政上の制

裁金として位置付けられている。このように違法行為により得た利益の

剥奪を超えた行政上の制裁金として位置付けられることから、過去１０

年以内に課徴金納付命令が出されていた反復違反者に対しては、５割程

度の加算をする一方、違反事業者が自ら公正取引委員会に当該違反行為

についての情報提供を行い、自発的に違反行為から離脱した場合には、

課徴金の減免措置（リーニエンシー・プログラム）を導入している。 

②事前手続 

 独占禁止法上の課徴金納付命令手続については、当該事業者または事

業者団体の構成事業者に対し、あらかじめ、意見を述べ、および証拠を

提出する機会が保障されており（独禁４８条の２第４項）、納付命令に不

服のある者は、公正取引委員会に対して、審判手続の開始を請求するこ

とができる（独禁４８条の２第５項）。改正独占禁止法改正においては、

審判手続が開始されても課徴金納付命令は失効しないこととなり、審判

手続が事前手続ではなく、事後手続になる 

③行政刑罰との併科 

 東京高判平成５・５・２１高刑４６巻２号１０８頁は、課徴金は、制

裁としての刑事罰とは趣旨、目的、手続等を異にし、その併科は二重処

罰を禁止する憲法３９条に違反しないと判示し、最判平成１０・１０・

１３判時１６６２号８３頁は、カルテル刑事事件において罰金刑が確定

し、国が不当利得返還請求訴訟を提起している場合に、課徴金納付を命
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じることが、憲法２９条、３１条、３９条に違反しないと判示している。

違法行為の剥奪としての課徴金を行政刑罰と併科することが二重処罰に

該当しないことは、学説の大勢も認めてきたといってよいであろう。 

④不当利得返還請求制度との関係 

 東京高判平成１３・２・８判時１７４２号９６頁は、課徴金制度は、

不当利得返還請求制度と類似する機能を有する面があるが、まず損失者

にその利得を返還すべきで、損失者が損失を回復していないのに、課徴

金を支払ったことだけで、損失者の不当利得返還請求権に影響を及ぼす

わけではないと判示している。 

（２）証券取引法の課徴金 

①性格 

 ２００４（平成１６）年の証券取引法改正で導入 

 基本的には、違反行為により得た利益相当額 

 しかしながら、金融審議会金融分科会第１部会報告「市場機能を中核と

する金融システムに向けて」（２００３（平成１５）年１２月２４日）は、

「課徴金の水準としては、…少なくとも違反行為による利得の吐き出しは

必要であるが、違反行為が市場への信頼を傷つけるという社会的損失をも

たらしていることをも考慮し、抑止のために十分な水準となるよう検討す

べきである」としていた 

②事前手続 

 審判手続は、３人の審判官をもって構成する合議体が行うが、簡易な事

件については、１人の審判官が行う（証取１８０条１項）。 

③行政刑罰との併科 

 証券取引法は、課徴金と没収・追徴を併科しないよう調整している。 

 

５ 公表 

①種類 

 公表制度には、大別して情報提供を主たる目的として行われるものと制裁を

主たる目的として行われるものがある。前者の場合、法律または条例の留保が

及ばないが（東京地判平成１３・５・３０判時１０６２号６頁）、後者の場合、

法律または条例の留保が及ぶと解すべきであろう。 

②事前手続 

 制裁としての公表により被害を受けた場合、取消訴訟を提起することが認め

られると解することは可能であろうが、誤った公表がなされたことに起因する

損害は、公表の取消しによっても十分に解消されないことが多いと思われる。

したがって、事前手続の保障が重要である。 
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③実効性 

 

６ 授益的処分の撤回・停止等 

①公益への支障の排除 

 行政上の義務違反を理由として行われる許認可等の授益的処分の撤回・停

止等は、一般に、義務違反者に許認可等に係る業務を継続させることによる

公益への支障を排除することを直接の目的として行われるものであり、間接

的には制裁的機能を持つとしても、制裁を直接の目的とするものではない。

したがって、授益的処分の撤回・停止等は、責任能力を有しない者に対して

も（山口地判平成４・７・３０判タ８０６号１０９頁）、故意過失のない者

に対しても（東京地判平成４・９・２５判タ８１５号１７２頁）行いうる。 

②制裁制度としての利用 

 もっとも、このことは、制裁を直接の目的とした授益的処分の撤回・停止

等の制度が立法論として考えられないことを意味するわけではなく、実際、

懲戒としての授益的処分撤回の例が存在する（建築士法１０条１項、公認会

計士法２９条３号・３１条参照）。 

③事前手続 

 授益的処分の撤回・停止等は、行政手続法上の不利益処分に該当するので

（行手２条４号）、一般に、同法により、名あて人には、事前に意見陳述の

機会が保障されている（行手１３条）。 

 

７ 行政サービス、許認可等の拒否 

①権限の融合 

 行政機関は国民に対して多様な行政サービスを提供しており、また多くの

許認可等の権限を有している。そこで、行政サービス、許認可等の拒否を行

政上の義務違反に対する制裁として用いることが考えられる。これは、行政

上の義務の実効性を高めるうえで、有効な手法足りうるが、もとより、ある

行政上の義務違反が、当該行政サービス、許認可等の拒否事由として認めら

れると解釈できる場合でなければ、当該行政サービス、許認可等の拒否は、

違法な権限の結合となる。 

 最決平成元・１１・８判タ７１０号２７４頁・百選Ⅰ１１２事件 

②活用の可能性 

 立法論としては、行政上の義務違反に対する制裁として、行政サービス、

許認可等の拒否をより広範に認めることが検討されてよいと思われる。 

 納税義務を履行しない者が税金による行政サービスを受けるのは不合理

であるが、実際には、滞納処分制度の実効性が欠如しているため、それを補
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完するために、行政サービスを拒否する制度が真剣に検討されている。小田

原市は、納税義務を履行しない滞納者に対して、行政サービス等の拒否を認

める条例（市税の滞納に対する特別措置に関する条例）を制定しており、群

馬県太田市は、市営住宅の入居資格の１つとして、市町村税を滞納していな

いものであることを挙げている（市営住宅管理条例６条５項）。 

 また、国においても、自動車重量税が納付されていないことは、当該自動

車の安全性とは直接関係しないが、立法政策として、自動車重量税が納付さ

れていない場合には自動車検査証を交付しないこととしている（道路運送車

両法９７条の４）。 

 なお、明治８年太政官布告第５４号 独禁法違反審決を受けた企業・事業

者団体の社長 ・会長について一定期間叙勲の対象から除外 

③立法による活用に際しての留意点 

 当該行政上の義務違反と、拒否される行政サービス、許認可等を結合させ

ることに政策的合理性があるかについては慎重な検討が必要 

 

８ 契約関係からの排除 

 中央公共工事契約制度運用連絡協議会「工事請負契約に係る指名停止等の措置

要領中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル」独占禁止法違反行為も対象  

 

９ 行政法的観点からみた独禁法の「制裁」についてのコメント 

 行政上の「制裁」としての行政上の秩序罰と課徴金の併存 

 過料（排除措置命令違反、緊急停止命令違反） 

 ○万円以下の過料に処する 上限設定 行政便宜主義？  

排除措置命令に刑を科するときは，過料を科さないという明文の調

整規定 

 課徴金 画一的算定 納付することを命じなければならない 

  下限設定 その額が１００万円未満であるときは、その納付を命ず

ることができない。ただし、２００５年改正で違反行為反復者に対す

る加重、早期に違反行為をやめた者への軽減、さらにリ－ニエンシ－

制度の導入により、画一性が緩和 

  罰金との併科の場合、罰金相当額の２分の１を課徴金から控除する 

 警告処分で済まされているものの中で違反の証拠は十分であるが軽

微なため、排除措置 命令や課徴金納付命令を出さない場合→公表？ 

 罰金 通告処分類似の制度の導入論あり 

 許可基準とのリンクの可能性 課徴金納付命令が確定した場合等 

 契約関係からの排除 法定化 


